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(単位：千円）

1 1 1

2
3
4

(単位：千円）

1 1 1

3

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

議会事務局職員人件費 議会事務局 議会費 議会費 議会費 49,189 7,774 56,963 7,774

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

給料 4,386
職員手当等 1,680
共済費 1,708

根拠法令

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

　実績見込みにより、議会事務局職員人件費を補正す
る。

　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。

市議会議員報酬等 議会事務局 議会費 議会費 議会費 239,842 829 240,671 829

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

職員手当等 829

根拠法令

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

　特別職の期末手当の改定により、市議会議員報酬等
を補正する。

　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定による人件
費の実績見込みにより、予算を補正し対応するもの。
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(単位：千円）

2 1 1

2
3
4

(単位：千円）

2 1 1

3

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

一般管理費人件費 職員課 総務費 総務管理費 一般管理費 1,773,688 66,861 1,840,549 66,861

計 一般財源

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

給料 29,716
職員手当等 18,111
共済費 19,034

根拠法令

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

特別職人件費 職員課 総務費 総務管理費 一般管理費 34,301 125 34,426 125

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

職員手当等 125

根拠法令

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額

　実績見込みにより、一般管理費人件費を補正する。 　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。

　特別職の期末手当の改定により、特別職人件費を補
正する。

　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定による人件
費の実績見込みにより、予算を補正し対応するもの。



(単位：千円）

2 1 12

18

(単位：千円）

2 1 17

22

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

生活環境公社解散・清算事
業

施設課 総務費 総務管理費 環境対策費 100,779 100,779 45,392 55,387

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額
諸収入 生活環境公社解散事務費負担金 45,392 負担金補助 100,779

及び交付金

根拠法令

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

返還金（こども政策課）
こども政策
課

総務費 総務管理費 諸費 7,125 65,587 72,712 868 64,719

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額
諸収入 補助金等返還金 868 償還金利子 65,587

及び割引料

計 一般財源

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

根拠法令

【事業の概要】
　令和5年3月31日付で解散予定である一般財団法人米
子市生活環境公社に対し、解散に伴う退職手当相当額
の補助を行う。

【補正の理由】
　生活環境公社は、これまで市の事業を受託し委託料
により運営してきたが、年度ごとに精算しており内部
留保がない状態である。
　このため、公社が解散に伴い公社職員に支給する退
職手当相当額について補助を行うため、予算を計上し
対応するもの。

【内容】
　退職手当相当額補助金　100,779千円
　（財源）
　　一般財源　　　　　　 55,387千円
　　下水道事業会計負担金 45,392千円

【事業の概要】
　事業実績の確定により過年度の国県補助金等の不用
額等を返還する。

【補正の理由】
　国県に対して速やかに不用額等を納付する必要があ
るため、予算を補正し対応するもの。

【内容】
・国庫支出金返還金　37,027千円
　令和3年度（令和2年度からの繰越分）保育対策総合
　支援事業費補助金ほか2件

・県支出金返還金　28,560千円
　令和3年度鳥取県子ども・子育て支援交付金ほか1件

補正前 補正額
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(単位：千円）

2 1 17

22

(単位：千円）

2 2 1

2
3
4

地方債 その他

返還金（こども支援課）
こども支援
課

総務費 総務管理費 諸費 113,715 80,971 194,686 80,971

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

償還金利子 80,971
及び割引料

根拠法令

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

税務総務費人件費 収納推進課 総務費 徴税費 税務総務費 403,466 6,905 410,371 6,905

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

給料 △ 290
職員手当等 2,891
共済費 4,304

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金

【事業の概要】
　事業実績の確定により過年度の国県補助金等の不用
額を返還する。

【補正の理由】
　国県に対して速やかに不用額を納付する必要がある
ため、予算を補正し対応するもの。

【内容】
・国庫支出金返還金　80,475千円
　令和3年度新型コロナウイルス感染症セーフティ
　ネット強化交付金（低所得の子育て世帯に対す
　る子育て世帯生活支援特別給付金給付事業分）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか1件

・県支出金返還金　496千円
　令和3年度鳥取県児童手当支給事業費負担金

　実績見込みにより、税務総務費人件費を補正する。 　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。

根拠法令



(単位：千円）

2 3 1

2
3
4

(単位：千円）

2 4 1

2
3
4

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

戸籍住民基本台帳費人件費 市民一課 総務費
戸籍住民基
本台帳費

戸籍住民基
本台帳費

237,406 △ 11,555 225,851 △ 11,555

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

給料 △ 6,321
職員手当等 △ 4,116
共済費 △ 1,118

25,768 △ 7,725

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

根拠法令

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

財源 財源名 金額 区分 金額
給料 △ 5,404
職員手当等 △ 1,244
共済費 △ 1,077

計 一般財源

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

根拠法令

　実績見込みにより、戸籍住民基本台帳費人件費を補
正する。

　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。

　実績見込みにより、選挙管理委員会事務局職員人件
費を補正する。

　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。

補正前 補正額

選挙管理委員会事務局職員
人件費

選挙管理委
員会事務局

総務費 選挙費
選挙管理委
員会費

33,493 △ 7,725

事業の概要 補正の理由
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(単位：千円）

2 5 1

3

(単位：千円）

2 6 1

2
3
4

地方債 その他

統計調査総務費人件費 総務管財課 総務費 統計調査費
統計調査総
務費

5,352 35 5,387 35

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

職員手当等 35

根拠法令

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

　実績見込みにより、統計調査総務費人件費を補正す
る。

　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。

監査委員事務局人件費
監査委員事
務局

総務費 監査委員費 監査委員費 26,552 △ 3,464 23,088 △ 3,464

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

給料 △ 1,973
職員手当等 △ 770
共済費 △ 721

根拠法令

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金

　実績見込みにより、監査委員事務局人件費を補正す
る。

　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。



(単位：千円）

3 1 1

27

(単位：千円）

3 1 1

2
3
4

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

国民健康保険事業特別会計
繰出金（人件費等）

保険課 民生費 社会福祉費
社会福祉総
務費

315,115 △ 28,128 286,987 △ 28,128

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

繰出金 △ 28,128

根拠法令

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

社会福祉総務費人件費 長寿社会課 民生費 社会福祉費
社会福祉総
務費

303,910 16,401 320,311 16,401

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

給料 7,447
職員手当等 5,447
共済費 3,507

計 一般財源

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

根拠法令

　国民健康保険事業特別会計繰出金における人件費の
予算補正を行うにあたり、特別会計に対する繰出金の
うち、人件費に係る繰出金を補正する。

　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。

　実績見込みにより、社会福祉総務費人件費を補正す
る。

　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。

補正前 補正額
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(単位：千円）

3 1 2

2
3

(単位：千円）

3 1 3

18

地方債 その他

国民年金費人件費 市民二課 民生費 社会福祉費 国民年金費 22,674 △ 103 22,571 △ 103

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

給料 △ 232
職員手当等 129

根拠法令

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

障がい者福祉施設整備費補
助事業

障がい者支
援課

民生費 社会福祉費
障がい者福
祉費

6,314 6,314 6,300 14

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額
地方債 障がい者福祉施設整備事業 6,300 負担金補助 6,314

及び交付金

根拠法令

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金

　実績見込みにより、国民年金費人件費を補正する。 　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。

【事業の概要】
  社会福祉法人等が国県補助を受けて障がい者支援施
設の新設または増改築を行う場合、整備費の一部を補
助する。

【補正の理由】
  令和4年8月及び10月の国県補助金の交付決定を受
け、令和4年度中の竣工を目指して施設整備を促進する
ため、予算を計上し対応するもの。

【内容】
  医療支援型グループホーム博愛（社会医療法人同愛
会）
　施設種別及び定員：共同生活援助（20名）
　　　　　　　　　　短期入所（1名）
　建設予定地：新開4丁目（新設）
　補助金額：6,314千円



(単位：千円）

3 1 6

27

(単位：千円）

3 1 10

27

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

介護保険事業特別会計繰出
金

長寿社会課 民生費 社会福祉費 老人福祉費 2,244,792 2,338 2,247,130 2,338

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

繰出金 2,338

根拠法令

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

後期高齢者医療特別会計繰
出金（事務費）

保険課 民生費 社会福祉費
後期高齢者
医療費

25,283 △ 1,234 24,049 △ 1,234

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

繰出金 △ 1,234

計 一般財源

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

根拠法令

　介護保険事業特別会計繰出金における人件費の予算
補正を行うにあたり、特別会計に対する繰出金のう
ち、人件費に係る繰出金を補正する。

　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。

　後期高齢者医療特別会計繰出金における人件費の予
算補正を行うにあたり、特別会計に対する繰出金のう
ち、人件費に係る繰出金を補正する。

　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。

補正前 補正額
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(単位：千円）

3 2 1

2
3
4

(単位：千円）

3 2 3

2
3
4

地方債 その他

児童福祉総務費人件費
こども施設
課

民生費 児童福祉費
児童福祉総
務費

258,459 23,644 282,103 23,644

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

給料 12,326
職員手当等 4,141
共済費 7,177

目名称 補正前 補正額 計 一般財源

730,636 △ 14,760

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

根拠法令

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称

財源 財源名 金額 区分 金額
給料 △ 13,090
職員手当等 △ 1,408
共済費 △ 262

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金

　実績見込みにより、児童福祉総務費人件費を補正す
る。

　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。

　実績見込みにより、子ども・子育て支援費人件費を
補正する。

　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。

根拠法令

子ども・子育て支援費人件
費

こども施設
課

民生費 児童福祉費
子ども・子
育て支援費

745,396 △ 14,760

項名称



(単位：千円）

3 2 4

2
3
4

(単位：千円）

3 3 1

2
3
4

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

児童福祉施設費人件費
こども支援
課

民生費 児童福祉費
児童福祉施
設費

102,037 1,047 103,084 1,047

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

給料 581
職員手当等 △ 445
共済費 911

根拠法令

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

生活保護総務費人件費 福祉課 民生費 生活保護費
生活保護総
務費

163,334 2,061 165,395 2,061

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

給料 406
職員手当等 94
共済費 1,561

補正前 補正額 計 一般財源

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

　実績見込みにより、児童福祉施設費人件費を補正す
る。

　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。

　実績見込みにより、生活保護総務費人件費を補正す
る。

　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。

根拠法令

- 11 -
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(単位：千円）

3 3 2

19

(単位：千円）

4 1 1

2
3
4

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

生活保護扶助費 福祉課 民生費 生活保護費 扶助費 3,278,608 171,500 3,450,108 128,625 42,875

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額
国 生活保護費負担金 128,625 扶助費 171,500

根拠法令 生活保護法

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

【事業の概要】
　国の定める生活保護の基準により扶助費を支給する
ことで、最低生活の保障と自立の助長を図る。

【補正の理由】
　生活保護扶助費のうち特に医療扶助費について、高
齢者を中心とした入院件数及び日数の増加により、当
初の見込を上回る伸びを示していることから、予算を
補正し、対応するもの。

【内容】
　当初予算額　3,278,608千円
　決算見込額　3,450,108千円
　今回補正額　　171,500千円

保健衛生総務費人件費 健康対策課 衛生費 保健衛生費
保健衛生総
務費

274,703 △ 37,292 237,411 △ 37,292

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

給料 △ 24,453
職員手当等 △ 7,260
共済費 △ 5,579

根拠法令

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

　実績見込みにより、保健衛生総務費人件費を補正す
る。

　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。



4 1 1

24

4 2 1

2
3
4

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

フレイル対策推進基金積立
金

健康対策課 衛生費 保健衛生費
保健衛生総
務費

100,000 100,000 100,000

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額
寄附金 フレイル対策寄附金 100,000 積立金 100,000

根拠法令 地方自治法241条

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

清掃総務費人件費
クリーン推
進課

衛生費 清掃費 清掃総務費 116,962 217 117,179 217

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

給料 40
職員手当等 △ 515
共済費 692

計 一般財源

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

根拠法令

【事業の概要】
　寄附を受けた1億円について基金を造成することによ
り、民間企業と協働してフレイル対策を展開する際の
財政的資源として適正に管理し活用する。

【補正の理由】
　寄附金を令和4年9月に受領したことから、基金を造
成するため、予算を計上し対応するもの。

【内容】
　寄附金受領額　100,000千円

　実績見込みにより、清掃総務費人件費を補正する。 　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。

補正前 補正額
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6 1 1

2
3
4

6 1 2

2
3
4

地方債 その他

農業委員会事務局人件費
農業委員会
事務局

農林水産業
費

農業費
農業委員会
費

43,056 △ 2,967 40,089 △ 2,967

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

給料 △ 1,609
職員手当等 △ 1,025
共済費 △ 333

根拠法令

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

農業総務費人件費 農林課
農林水産業
費

農業費 農業総務費 174,289 1,800 176,089 1,800

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

給料 △ 815
職員手当等 1,216
共済費 1,399

根拠法令

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金

　実績見込みにより、農業委員会事務局人件費を補正
する。

　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。

　実績見込みにより、農業総務費人件費を補正する。 　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。



6 1 4

18

6 1 6

新型コロナウイルス感染症対応 18

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

下水道事業会計繰出金（農
業集落排水事業）

下水道企画
課

農林水産業
費

農業費 農地費 274,435 198 274,633 198

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

負担金補助 198
及び交付金

根拠法令

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

畜産経営緊急支援事業 農林課
農林水産業
費

農業費 畜産業費 24,000 24,000 24,000

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額
国 24,000 負担金補助 24,000

地方創生臨時交付金 及び交付金

計 一般財源

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

根拠法令

　実績見込みにより、下水道事業会計繰出金（農業集
落排水事業）を補正する。

　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。

【事業の概要】
　配合飼料の価格急騰等による、養鶏事業者の経費負
担増を軽減するため、経費増加分の一部に補助金を交
付し、経営の安定を図る。

【補正の理由】
　県の施策に協調して、令和4年7月以降の配合飼料の
価格高騰等により経営に影響を受けている養鶏事業者
に対して支援を行うため、予算を計上し対応するも
の。

【内容】
　鶏1羽出荷に対する経費の増加分（60円）のうち1/4
を補助する。
　対象期間　　：令和4年7月～令和4年12月
　出荷羽数見込：160万羽
　補助額　　　：60円×1/4×160万羽＝24,000千円
　対象事業者　：株式会社大山どり

補正前 補正額
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6 2 1

2
3
4

6 3 1

2
3
4

地方債 その他

林業総務費人件費 農林課
農林水産業
費

林業費 林業総務費 12,002 1,207 13,209 1,207

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

給料 416
職員手当等 560
共済費 231

目名称 補正前 補正額 計 一般財源

24,662 4,242

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

根拠法令

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称

財源 財源名 金額 区分 金額
給料 2,164
職員手当等 1,327
共済費 751

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金

　実績見込みにより、林業総務費人件費を補正する。 　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。

　実績見込みにより、水産業総務費人件費を補正す
る。

　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。

根拠法令

水産業総務費人件費 水産振興室
農林水産業
費

水産業費
水産業総務
費

20,420 4,242

項名称



7 1 1

2
3
4

7 1 2

7
11
12

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

商工総務費人件費 商工課 商工費 商工費 商工総務費 155,366 16,858 172,224 16,858

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

給料 8,139
職員手当等 4,908
共済費 3,811

根拠法令

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

物価高騰対策生活者支援事
業

経済戦略課 商工費 商工費
商工業振興
費

440,593 440,593 394,162 46,431

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額
国 新型コロナウイルス感染症対応 394,162 報償費 367,500

地方創生臨時交付金 役務費 53,735
委託料 19,358

補正前 補正額 計 一般財源

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

　実績見込みにより、商工総務費人件費を補正する。 　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。

【事業の概要】
　物価高騰による市民生活への影響を緩和するため、
全国おこめ券を市民一人当たり5枚（2,200円分）配布
する。

【補正の理由】
　市民への速やかな支援を目的に、調達が容易で、ま
た市内スーパー等で幅広く使用が可能な全国おこめ券
を配布するため、予算を計上し対応するもの。

【内容】
　市民一人当たり、全国おこめ券（440円分）×5枚の
計2,200円分を令和5年2月を目途に配布する。
　（費用内訳）
　券調達関係費用　　　　　　　367,500千円
　郵送関係費用　　　　　　　 　53,735千円
　事務委託料　 　　　　　　　　19,358千円

根拠法令

- 17 -
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8 1 1

2
3
4

8 2 1

2
3
4

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

土木総務費人件費 道路整備課 土木費 土木管理費 土木総務費 151,549 △ 2,624 148,925 △ 2,624

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

給料 △ 1,422
職員手当等 △ 1,499
共済費 297

根拠法令

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

　実績見込みにより、土木総務費人件費を補正する。 　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。

道路橋りょう総務費人件費 都市整備課 土木費
道路橋りょ
う費

道路橋りょ
う総務費

99,961 22,613 122,574 22,613

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

給料 11,807
職員手当等 5,859
共済費 4,947

根拠法令

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

　実績見込みにより、道路橋りょう総務費人件費を補
正する。

　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。



8 2 2

14

8 3 1

2
3
4

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

道路維持補修事業（補助） 道路整備課 土木費
道路橋りょ
う費

道路維持費 29,338 38,226 67,564 19,113 19,100 13

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額
国 社会資本整備総合交付金 19,113 工事請負費 38,226

地方債 道路整備事業 19,100

根拠法令

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

排水路総務費人件費 都市整備課 土木費
河川排水路
費

排水路総務
費

58,847 △ 34,542 24,305 △ 34,542

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

給料 △ 20,233
職員手当等 △ 8,077
共済費 △ 6,232

計 一般財源

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

根拠法令

【事業の概要】
　道路の舗装等修繕を要する箇所について、路線的に
修繕を行う。

【補正の理由】
　社会資本整備総合交付金の追加配分に応じて、整備
の進捗を図るため、予算を補正し対応するもの。

【内容】
 舗装補修工事　　　38,226千円
 （市道弓ヶ浜中央線、市道弓ヶ浜新開線）

　実績見込みにより、排水路総務費人件費を補正す
る。

　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。

補正前 補正額
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- 20 -

8 4 1

2
3
4

8 4 3

2
3
4

地方債 その他

都市計画総務費人件費 営繕課 土木費 都市計画費
都市計画総
務費

174,273 23,761 198,034 23,761

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

給料 13,143
職員手当等 6,859
共済費 3,759

根拠法令

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

建築指導費人件費 建築相談課 土木費 都市計画費 建築指導費 67,315 △ 7,020 60,295 △ 7,020

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

給料 △ 4,578
職員手当等 △ 1,496
共済費 △ 946

根拠法令

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金

　実績見込みにより、都市計画総務費人件費を補正す
る。

　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。

　実績見込みにより、建築指導費人件費を補正する。 　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。



8 5 1

2
3
4

10 1 2

2
3
4

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

住宅管理費人件費 住宅政策課 土木費 住宅費 住宅管理費 75,555 △ 5,161 70,394 △ 5,161

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

給料 △ 3,542
職員手当等 △ 872
共済費 △ 747

根拠法令

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事務局人件費
こども政策
課

教育費 教育総務費 事務局費 198,375 35,681 234,056 35,681

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

給料 18,899
職員手当等 8,522
共済費 8,260

計 一般財源

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

根拠法令

　実績見込みにより、住宅管理費人件費を補正する。 　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。

　実績見込みにより、事務局人件費を補正する。 　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。

補正前 補正額
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- 22 -

10 1 2

3

10 2 1

10

地方債 その他

教育長人件費
こども政策
課

教育費 教育総務費 事務局費 13,696 48 13,744 48

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

職員手当等 48

目名称 補正前 補正額 計 一般財源

164,056 16,800

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

根拠法令

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称

財源 財源名 金額 区分 金額
需用費 16,800

  

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金

　特別職の期末手当の改定により、教育長人件費を補
正する。

　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定による人件
費の実績見込みにより、予算を補正し対応するもの。

【事業の概要】
　燃料費調整額の上昇が要因で各小学校の電気料金が
上昇しているため、電気料金（光熱水費）の予算額を
増額する。

【補正の理由】
　学校運営において必要不可欠であり、快適な教育環
境を維持するため、予算を補正し対応するもの。

【内容】
　小学校23校分の電気料金（光熱水費）
　　不足見込額　　　16,800千円

根拠法令

小学校管理費（こども施設
課）

こども施設
課

教育費 小学校費 学校管理費 147,256 16,800

項名称



10 2 1

17

10 2 1

10

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

小学校情報機器整備事業
こども施設
課

教育費 小学校費 学校管理費 7,590 7,590 3,795 3,795

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額
国 学校情報機器整備費補助金 3,795 備品購入費 7,590

根拠法令

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

小学校感染症対策等支援事
業

こども施設
課

教育費 小学校費 学校管理費 4,620 4,620 4,620

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額
国 学校保健特別対策事業費補助金 2,310 需用費 4,620
国 新型コロナウイルス感染症対応 2,310

地方創生臨時交付金

補正前 補正額 計 一般財源

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

【事業の概要】
　GIGAスクール構想の一層の推進を図るため、各小学
校へ大型電子黒板の追加配備を行う。

【補正の理由】
　国補助金の追加配分があったことから、授業内での
ICT機器の活用推進により、教育環境の改善を行うた
め、予算を計上し対応するもの。

【内容】
　市内小学校に大型電子黒板を整備
　大型電子黒板　23台（各校1台）

【事業の概要】
　市内各小学校において、児童が安心して学ぶことが
できる環境を整備するために必要となる保健衛生用品
等を配備する。

【補正の理由】
　新型コロナウイルス感染症の感染流行が長期化する
中、各学校が感染症対策等に万全を期し、引き続き児
童が安心して学ぶことができる環境を整備するため、
予算を計上し対応するもの。

【内容】
　小学校23校分の感染症対策
　　消耗品費　　　4,620千円
　　　(マスク、消毒液、ハンドソープ等）
　　※児童数に応じた各学校の事業費
　　・280千円　8校
　　・210千円　4校
　　・140千円　11校

根拠法令   

- 23 -



- 24 -

10 3 1

10

10 3 1

3
4

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

中学校管理費（こども施設
課）

こども施設
課

教育費 中学校費 学校管理費 66,606 14,400 81,006 14,400

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

需用費 14,400

根拠法令   

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

【事業の概要】
　燃料費調整額の上昇が要因で各中学校の電気料金が
上昇しているため、電気料金（光熱水費）の予算額を
増額する。

【補正の理由】
　学校運営において必要不可欠であり、快適な教育環
境を維持するため、予算を補正し対応するもの。

【内容】
　中学校10校分の電気料金（光熱水費）
　　不足見込額　　　14,400千円

中学校管理人件費
こども施設
課

教育費 中学校費 学校管理費 27,050 211 27,261 211

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

職員手当等 105
共済費 106

根拠法令

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

　実績見込みにより、中学校管理人件費を補正する。 　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定による人件
費の実績見込みにより、予算を補正し対応するもの。



10 3 1

17

10 3 1

10

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

中学校情報機器整備事業
こども施設
課

教育費 中学校費 学校管理費 3,300 3,300 1,650 1,650

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額
国 学校情報機器整備費補助金 1,650 備品購入費 3,300

根拠法令

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

中学校感染症対策等支援事
業

こども施設
課

教育費 中学校費 学校管理費 2,170 2,170 2,170

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額
国 学校保健特別対策事業費補助金 1,085 需用費 2,170
国 新型コロナウイルス感染症対応 1,085

地方創生臨時交付金

計 一般財源

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

根拠法令

【事業の概要】
　GIGAスクール構想の一層の推進を図るため、各中学
校へ大型電子黒板の追加配備を行う。

【補正の理由】
　国補助金の追加配分があったことから、授業内での
ICT機器の活用推進により、教育環境の改善を行うた
め、予算を計上し対応するもの。

【内容】
　市内中学校に大型電子黒板を整備
　大型電子黒板　10台（各校1台）

【事業の概要】
　市内各中学校において、生徒が安心して学ぶことが
できる環境を整備するために必要となる保健衛生用品
等を配備する。

【補正の理由】
　新型コロナウイルス感染症の感染流行が長期化する
中、各学校が感染症対策等に万全を期し、引き続き生
徒が安心して学ぶことができる環境を整備するため、
予算を計上し対応するもの。

【内容】
　中学校11校分の感染症対策（いずみ分校含む）
　　消耗品費　　　2,170千円
　　　(マスク、消毒液、ハンドソープ等）
　　※生徒数に応じた各学校の事業費
　　・280千円　2校
　　・210千円　5校
　　・140千円　4校

補正前 補正額
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- 26 -

10 4 1

2
3
4

10 5 1

2
3
4

地方債 その他

社会教育総務費人件費 生涯学習課 教育費 社会教育費
社会教育総
務費

139,401 △ 19,706 119,695 △ 19,706

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

給料 △ 12,544
職員手当等 △ 4,841
共済費 △ 2,321

根拠法令

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

保健体育総務費人件費
スポーツ振
興課

教育費 保健体育費
保健体育総
務費

51,560 △ 7,235 44,325 △ 7,235

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

給料 △ 4,266
職員手当等 △ 1,735
共済費 △ 1,234

根拠法令

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金

　実績見込みにより、社会教育総務費人件費を補正す
る。

　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。

　実績見込みにより、保健体育総務費人件費を補正す
る。

　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。



10 5 4

2
3
4

10 5 4

10

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

給食施設費人件費 学校給食課 教育費 保健体育費 給食施設費 42,050 1,337 43,387 1,337

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

給料 517
職員手当等 584
共済費 236

根拠法令

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

学校給食運営事業 学校給食課 教育費 保健体育費 給食施設費 450,570 33,000 483,570 33,000

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額

需用費 33,000

計 一般財源

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

根拠法令

　実績見込みにより、給食施設費人件費を補正する。 　令和4年度人事院勧告を踏まえた給与改定及び人事異
動等による人件費の実績見込みにより、予算を補正し
対応するもの。

【事業の概要】
　原油価格の高騰に伴い不足が見込まれる学校給食の
運営に係る電気料金(光熱水費)の予算額を増額する。

【補正の理由】
　学校給食の円滑な運営を図るため、予算を補正し対
応するもの。

【内容】
　光熱水費　33,000千円

補正額
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10 5 4

18

地方債 その他

学校給食費物価高騰対策事
業

学校給食課 教育費 保健体育費 給食施設費 10,000 1,500 11,500 1,500

事業の概要 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節
財源 財源名 金額 区分 金額
国 新型コロナウイルス感染症対応 1,500 負担金補助 1,500

地方創生臨時交付金 及び交付金

根拠法令

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計 一般財源

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金

【事業の概要】
　物価高騰の影響等により、学校給食用牛乳が令和4年
12月から1本あたり2円値上げとなるため、物資の調達
及び供給を行う米子市学校給食会に対し値上げ分を補
助する。

【補正の理由】
　物価高騰による学校給食費の保護者負担を軽減する
ため、予算を補正し対応するもの。

【内容】
　米子市学校給食会に対する補助金　1,500千円
〈積算〉
　牛乳値上げ額　2円/本×750,000本


